
（ ）

千円財源合計 239,835 千円 335,233 千円 326,745 千円 200,932

一般財源 39,835 千円 85,233 千円 326,745 千円 200,932 千円

200,000 千円 250,000 千円 0 千円 0 千円

その他特財の内容 基金繰入金

千円

財源

内訳

国県支出金
0 千円 0 千円 0 千円

コ
ス
ト

千円

国県支出金の内容

地方債 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他特財

11,105 千円

総事業費 239,835 千円 335,233 千円 326,745 千円 200,932

1.75 人 11,105 千円 1.75 人

人
件
費

担当正職員 1.5 人 10,479 千円

人 0 千円

人件費合計 1.5 人 10,479 千円 2 人 10,479 千円

人 626 千円 0.25 人 626千円 0.5 人 0 千円 0.25臨時職員等 0

10,479 千円 1.5 人 10,479 千円1.5 人 10,479 千円 1.5 人

2,703

郵便料・報酬 1,712

支出内容 支出内容
委託料

補助金 開発補助金 2,033

令和２ 年度(決算) 令和元 年度(決算)

事
業
費

事業費合計 229,356 千円 324,754 千円

令和４ 年度（予算） 令和３ 年度(決算)

業務委託料（返礼品、送料含む） 318,306

役務費 広告・宣伝料等

315,640 千円 189,827 千円

事業費内訳
（令和３年度分

）

実施の背景

ふるさと納税の全国的な傾向は、平成２６年度から増加し令和３年度には８，３００億円に達して
いる。まだまだ開拓の余地があり今後も増加していくと考えられる。
そんな中、本市においては、人口減少等により住民税の減少含め財源不足が懸念されるため税
外収入を増やしていく必要がある。

目　的
（何をどうしたいのか）

・ふるさと納税の増額による財政の健全化を図る
・魅力ある返礼品を創出、発掘することにより地域の活性化を図る

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象に）

市外の個人（所得がある者）
対象者数（全住民に対する割合）

人

事業内容
（手段、手法など）

事業内容（箇条書き） 事業費 活動指標

①ふるさと納税返礼品の発掘、創出
　市内で小売り、製造、サービス等の事業に供する個人、法人を口コミやＳＮＳ
等により探し、返礼品の登録を促進する。
②業務委託内容
　サイトへの掲載、寄付の受付、決済、配送の手続き、クレーム等の処理、寄附
証明書の発行。
③市の返礼品のＰＲ
　バナー広告や紙媒体での広告を利用し、広く発信している。
④ワンストップ特例申請処理
⑤返礼品の開発助成
　起業する方、新製品を検討している個人、法人等に補助率2/3、３０万円を上限
に広く助成している。

関連事業
（同一目的事業等）

※がんばろう大月新規事業チャレンジ補助金

％

実施方法

■直接実施

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：ふるさと納税支援業者）

■補助金〔直接〕（補助先：特産品開発事業者　実施主体： 事業主）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

根拠法令等 担当課･係名 企画財政課
企画担当

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者 杉本孝文

上位施策事業名 8-5健全な財政運営（財源の確保） 担当局・部名 総務部

令和4 年度

事業シート（概要説明書）

予算事業名 ふるさと納税推進事業 事業開始年度 平成29年度

事業番号Ａ-１

ここから成果指標を導きます。



令和4 年度

事業シート（概要説明書）

予算事業名 ふるさと納税推進事業 事業開始年度 平成29年度

事業番号Ａ-１

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

納税額（寄付額）10億円

成果
（目標達成状況）

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位 令和３

特記事項

上記のとおり令和元，２年度については目標を上回っているが、令和３年度は減少傾向に
ある。

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

平成２９年度までは７百万円前後であったが、令和２年度には７億６千万円と１００倍になって
おり一つの目標は成功したと考えている。
今後は、ふるさと納税制度の厳格化（地場産品の定義）と各自治体の地場産品の囲い込みによ
り、地場産品の少ない本市にとっては苦境を強いられるが、新たな返礼品の創出により総額の増
加と地域の活性化に寄与していきたい。

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

県内２８自治体（２７市町村+山梨県）ランキング
　Ｈ29＝２０位　Ｈ30＝１４位　Ｒ1＝７位　Ｒ2＝８位　Ｒ3＝１２位

年度 令和２ 年度 令和元 年度

ふるさと納税額 千円 545,911/1,000,000 766,939/500,000

単位当たりコスト 総事業費 ／ 参加者数 千円 - - -

390,737/100,000

ふるさと納税返礼品の創出、発掘による登
録

品 ３６２/２００ １９８/１５０ ９６/５０

事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 令和３ 年度 令和２ 年度 令和元

返礼品開発への補助 件 ７／５ ５／５ －

年度

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。



資料１



ふるさと納税額（寄付金額）と返礼品経費の推移
資料２
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財政調整基金とふるさと納税額の推移
資料３



○大月市ふるさと納税特産品開発事業費補助金交付要綱 

令和２年３月２５日 

告示第２８号 

（趣旨） 

第１条 ふるさと大月応援寄附金の拡大を図り、地域の活性化や地場産業の振興に繋げ

るため、ふるさと大月応援寄附金に対する返礼品として特産品を新たに開発するもの

に対し、予算の範囲内において大月市ふるさと納税特産品開発事業費補助金（以下「補

助金」という。）を交付することに関し大月市補助金等交付規程（昭和４３年大月市

訓令第３号。以下「規程」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

(1) 特産品 本市の地域資源や地域特性を活用して製造された農林水産加工品、工芸

品及び地場産品等で、本市の魅力の発信につながると市長が認めるものをいう。 

(2) 市内で活動する団体等 市内在住の個人又は市内に活動拠点を有する個人及び

団体 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象事業は、次に掲げる事業とする。ただし、補助金を受けよう

とする事業において、国、県、市等の助成金及び補助金の交付を受けていないことと

する。 

(1) 特産品を新たに開発する事業 

(2) 既存の製品等を改良し、特産品とする事業 

（補助対象者） 

第４条 この要綱における補助金の交付対象者（以下「補助対象者」という。）は、次

の各号のいずれにも該当する市内で活動する団体等とする。 

(1) 本事業を活用して生産される製品等をふるさと大月応援寄附金の返礼品として

登録すること。 

(2) 納期の到来している市税その他の市の収入金に滞納がないこと。 

資料４ 



２ 前項の規定にかかわらず補助対象者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第７７号）第２条第２項に規定する暴力団又は暴力団若しくは

同条第６号に規定する暴力団員と密接な関係を有し、若しくは社会的に非難される関

係を有する者に該当するときは、この要綱による補助金の交付の対象としない。 

（補助対象経費） 

第５条 この要綱における補助対象経費は次の表のとおりとする。 

経費項目 内容 

購入費、賃借料 特産品の開発若しくは改良に必要な機械器具等の購入又はリース・レン

タルに要する経費（ただし、購入の場合は1年以上継続して使用できる

ものとする。） 

特産品の開発若しくは改良に係る材料費等 

委託費 特産品の分析（栄養成分分析、消費期限分析等）、登録（商標、意匠等）

に関する経費 

特産品のパッケージデザイン等を外注する場合に要する経費 

（補助率及び補助限度額） 

第６条 補助率は補助対象経費の３分の２以内とし、補助限度額は１件あたり３０万円

とする。ただし、１事業者につき年間１件を上限とする。 

２ 補助金の額の算出に当たり１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てる。 

（交付申請） 

第７条 補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付申請書（様

式第１号。以下「交付申請書」という。）に規程第３条で定めるもののほか、次に掲

げる書類を添付し、申請するものとする。 

(1) 事業計画書（様式第２号） 

(2) 収支予算書（様式第３号） 

(3) 個人情報の取扱いに関する同意書（様式第４号） 

(4) ふるさと大月応援寄附金の返礼品として登録することに関する誓約書（様式第５

号） 

（交付決定及び通知） 



第８条 市長は、前条の規定による補助金交付申請書の提出があったときは、これを審

査し、適当と認めたときは、補助金交付決定通知書（様式第６号）により当該申請者

に通知するものとする。この場合において、必要があると認めるときは、条件を付す

ことができる。 

（補助金の変更交付申請等） 

第９条 当該補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事

業の内容若しくは経費配分の変更をしようとするとき又は補助事業を中止若しくは廃

止しようとするときは、次の各号に定めるところによる。ただし、軽微な変更の場合

この限りでない。 

(1) 第７条の規定による申請の内容を変更しようとするときは、補助金変更交付申請

書（様式第７号）、事業変更計画書（様式第８号）、収支予算書（変更後）（様式

第９号）により市長の承認を受けること。 

(2) 補助事業を中止又は廃止しようとするときは、補助事業中止（廃止）承認申請書

（様式第１０号）により市長の承認を受けること。 

２ 前項の規定による市長の承認については、補助金変更交付決定通知書（様式第１１

号）又は補助事業中止（廃止）承認通知書（様式第１２号）により通知するものとす

る。 

（補助金の概算払） 

第１０条 市長は補助金の交付決定をした場合において、必要と認めるときは、補助金

を概算払により支払うことができるものとする。 

２ 補助事業者は、前項の概算払により補助金の請求をしようとするときは、補助金概

算払請求書（様式第１３号）を市長に提出しなければならない。 

（補助金の実績報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、完了の日から起算して３０日を

経過した日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに、補助金実績報告書（様

式第１４号）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 事業実績調書（様式第１５号） 

(2) 収支精算書（様式第１６号） 

(3) 完成写真 



(4) 事業に要した経費が分かる書類（領収書等） 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１２条 市長は、前条による補助金実績報告の提出があったときは、これを審査し、

適当と認めたときは、補助金の額を確定し、補助金確定通知書（様式第１７号）によ

り当該補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の精算） 

第１３条 第１０条第２項の規定により概算払の請求をした補助事業者は、補助金概算

払精算報告書（様式第１８号）を市長に提出しなければならない。 

（補助金の請求） 

第１４条 第１２条の通知を受けた補助事業者が補助金の請求をしようとするときは、

補助金請求書（様式第１９号）を市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１５条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付

決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(3) 法令等に違反したとき。 

(4) その他補助事業の実施に関して市長の指示に従わないとき。 

２ 市長は、前項の規定による取消しをしたときは、補助金交付決定取消通知書（様式

第２０号）により補助事業者に通知するものとする。 

３ 前２項の規定は、補助事業が完了した後においても適用されるものとする。 

（補助金の返還） 

第１６条 市長は、補助金の交付決定の取消しをした場合に、既に補助金が交付されて

いるときは、期限を定めて返還命令通知書（様式第２１号）により、補助事業者に通

知するものとする。 

（財産処分の制限） 

第１７条 補助事業者は補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を補助金等の

交付の目的に反して使用、譲渡、交換、貸付け、又は担保に供してはならない。 



（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則  

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


